
I．は じ め に

　まず直下型地震の危険性 Dを，直下型地震到
来そのものの危険性 Deと建造物の脆弱性 Dcの
積

　D ＝ De× Dc （1）

で定義する。ここで建造物の脆弱性だけでは地震
に対する人間社会の応答を十分に表していないな
らば，ライフラインの脆弱性とかパニックに対す
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Abstract
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る対応の脆弱性，等々を含めてもよい。それらの
脆弱性を簡単に Dcで表しておこう。この Dとい
うファクターが大きければ大きいほど地震に対す
る危険性が大きい。
　Deは，地震のサイズや断層面の位置などとの
関係などによる地理的な危険性 Degと，発生の
時期が迫っているという時間的な危険性 Detに
分解できるだろう。

　De ＝ Deg× Det （2）

　ここで Deがある程度正確に評価され，さらに
社会的対応の脆弱性が評価されると Dが決まる。
Deが大きく，Dcも大きいならば，Dすなわち
Dcを減らすために資金を投入して補強をするな
どの対策を立てることが望ましい。仮に Deが小
さいならば，Dcを減らすことに危急の処置を要
するわけではない。我々の資金や資源はあきらか
に有限だから，他のもの（例えば教育費, 医療費
など）に回したほうが有益なこともあろう。つま
り Deをある程度正確に見積もって初めて，有効
な地震対策を，個人にせよ公共のものにせよ，立
てることができるのである。どこにでもあるいは
いつでも地震は起こると言われるが，それらは同
じように起こるわけではないので，こういうこと
が起こりうる。
　地震が襲来するか否かの危険性は現時点では完
全には知り得ないから，Deの評価はある意味で
確率論的なものにならざるを得ない。式（1）に
よって Dを見積もることは，原子力プラントの
安全性を評価する手法の一つ PSA（確率論的安
全性評価：Probabilistic Safety Assessment）に
似ている。この方法では，地震危険度と建屋（構
造物）損傷度の積から建屋（構造物）年損傷確率
を求め，その値の小ささにより安全性を評価す
る。すなわち同じ年損傷確率に対し，地震危険度
が小さい場合，構造物損傷度は大きく設定でき
る。これと同じ考えを，一般家屋や公共施設の防
災対策としても採用する必要がある。
　もちろんここではあくまで危険度を見積もるた
めの考え方を述べている。定量的に Dを見積も

るためには，様々な定量化の方策が必要になる
し，ある規模の地震に対する建屋（構造物）損傷
度や年損傷確率の上限値の設定は，原子炉建屋と
一般住宅とでは大きく異なるだろう。
　地震調査研究推進本部地震調査委員会が行って
いる日本全国の活断層の活動度，地震動の長期予
測もこのような確率論的評価の一つである。しか
し活断層の活動は 1000年から数 1000年に一度
の繰り返しなので，計算される確率は大変小さく
なり，Deはほとんどの場合小さいままである。
このような場合に対しては，有効な Dcを減ずる
方策を見いだせない。せいぜい活断層の近くには
家屋を建てないようにしようといった程度の注意
をするしかない。
　問題は，直下型地震が迫っているとされている
首都圏である。この小論を書こうと思うに至った
のは，この首都圏において，直下型地震の危険性
Deが誤って評価され，また喧伝されていると思
うからにほかならない。上の Deが正しく評価さ
れておらず，またそれが一般民間人に伝わってい
ないために， Dcに対して無用の投資を行ってい
る例があるのではないか？ 

II．Detの見積もり

　首都圏直下型大地震が今後 30年の間に襲来す
る確率は 70％であるとマスコミなどでよく言わ
れ，耳にする。この確率は，地震調査研究推進本
部地震調査委員会（2004）が平成 16年 8月 23

日に出した「相模トラフ沿いの地震活動の長期評
価」から来ているらしい。この報告書の中に，
1923年大正関東地震，1703年元禄関東地震とい
うマグニチュード（M）8クラスの大地震以外の，
最近の主な南関東の地震（1855‒2004, M6.7‒7.2）
の表があり，この平均発生頻度 23.8年を用いて，
地震の起こる確率がポアソン過程に従う（すなわ
ち赤玉と白玉の割合は一定としておいて袋に入
れ，赤玉 ＝ 地震を袋から取り出すのと類似の確
率過程）として上の値が計算されている。これに
使用された地震を列挙すると，明治東京（M7.0, 

1894/6/20），茨城県南部（M7.2, 1895/1/18）, 茨
城県南部（M7.0, 1921/12/8），浦賀水道（M6.8, 
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1922/4/26），千葉県東方沖（M6.7, 1987/12/17）
の各地震となっている。
　これらの地震の氏素性は後でみることにして，
まずこれらの地震の生起をポアソン過程として取
り扱ってよいかどうかが問題である。図 1は，関
東地方においてM6以上の地震の時系列を示し
ている。これには相模トラフのプレート境界で起
こった二つの巨大地震（1923年大正関東地震, 

1703年元禄関東地震）もプロットされていて，
これらの間隔は 220年である（地震時隆起海成
段丘面などの調査からは, 相模トラフ巨大地震の
繰り返し間隔は 220年より平均的にはさらに大
きく, 400 年程度であるらしい, 茅根・吉川, 

1986）。巨大地震よりは小さいM6クラス以上の
地震は，二つの巨大地震の前後に起こっているこ
とが図から読み取れるが，M7以上に限ると，巨
大地震の 70年前から起こり始めている。具体的
には，1855年安政江戸地震（M＝ 7‒7.2）が
1923年大正関東地震の 68年前，1633年小田原
付近の地震（M7）が 1703年元禄関東地震の 70

年前に当たる。

　巨大地震直後の数年間にもM7クラスは起こっ
ている。これらから，関東地方のM7クラスの
地震は，巨大地震が起こって広い意味の余震活動
が収まった後，約 140年間は比較的静穏であり，
その後次の巨大地震が迫ってくる約 70年前から
活動期に入るということができるだろう。この静
穏期は，巨大地震の繰り返し周期が 400年に近
いとした場合，さらに長くなる可能性がある。上
に列挙した 5つの地震（これらは必ずしもM7

以上ではないが）は，最後の千葉県東方沖地震を
除くとすべて大正関東地震の前 30年間のうちに
起こっていることもこの事実に調和的である。こ
のような，内陸の地震活動が，巨大地震の前数十
年間，後数年間に高くなるという現象は，南海ト
ラフの過去の巨大地震の場合においても起こった
ことが知られている（例えば Utsu, 1974）。
　問題なのは，地震調査研究推進本部地震調査委
員会（2004）によって確率計算に用いられた，“上
の 5つの地震が巨大地震と無関係にポアソン過
程で起こっている”という仮定である。M7クラ
スの地震の活動の静穏期が少なくとも 140年程

図 1　相模トラフ巨大地震（1703年元禄関東地震と 1923年大正関東地震）と南関東で発生した地震（M6以上）
との関係（中央防災会議, 2004 を改変）．M7 クラスの地震の発生の開始を点線で示す．その後巨大地
震まで約 70年間活動期が続く．

Fig. 1 Relationship between the two great Kanto earthquakes（1703 Genroku and 1923 Kanto）and smaller earth-
quakes in Kanto（M＞6）（modified from Central Disaster Management Council of Cabinet Office, Japan, 
2004）. The active period of M7 class earthquakes will start around 70 years before the next great Kanto 
earthquake.
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度はあること，大正関東地震から 80年しかたっ
ていないことを考えると，このような統計を当て
はめて，現時点あるいは近い将来における首都圏
直下型地震の襲来の確率を算出することは，上の
Detの見積もりを実際よりもはるかに大きくして
しまうことになる。
　また上に列挙された地震すべてが，一般民間人
が真に首都圏で恐れているような直下型地震では
ないこともみておいたほうがよい。これら 5つ
の地震は，付録 Aで論じたように，すべてスラ
ブ内地震の類である。そしてスラブ内地震の場
合，その震源が深いためもあって壊滅的被害は及
ぼさないと考えてよい。もちろん巨大地震の前に
スラブ内地震でなく，上盤側プレート内地震が起
こった場合がある（1855年安政江戸地震がその
ような地震であったらしい, 後述）。この場合に
は甚大な被害が出る。しかしⅢ章でみるように，
関東地方はそのような上盤側プレート内地震が比
較的起きにくい地学的位置にある。実際，上の統
計で用いられた地震にそのような地震が一つも含
まれていないことがそのことを示している。上の
ようなスラブ内地震の発生の統計は，マスコミに
よって，首都圏に甚大な被害をもたらす直下型地
震の起こる確率として伝えられている。これは，
Detの推測の誤りと，想定地震のイメージの食い
違いとがあいまって，一般民間人にはなはだしい
誤解を生んでいるだろう。

III．想定されている Degには意味があるか？

　中央防災会議「首都直下地震対策専門調査会」
地震ワーキンググループ（平成 16年 11月 17日）
報告書（中央防災会議，2004）では“1.1.1 予防
対策の検討”として，“「今後 100年程度以内に
発生する可能性がほとんどない地震を除き，想定
されるすべての地震について，それぞれの場所で
の最大の地震動はどの程度の強さとなるか」検討
する”とある。これは，上の Detの見積もりは
とりあえず置いておいて，最大限の地震動を想定
することによって長期的防災に役立てようという
趣旨であるらしい。もしこの想定が科学的根拠に
基づいて行われ，Degの大きさがまともに見積

もられるならば，それに基づいた地震動の想定
は，確かに長期対策的に有効であるだろう。
　中央防災会議（2004）では，首都圏直下型地
震として，1．上盤側プレート内地震，2．フィ
リピン海プレートの上面の地震，3．フィリピン
海プレート内部の地震，4．太平洋プレート上面
の地震，5．太平洋プレート内部の地震，を挙げ
ている。スラブ内地震もしくは深部におけるスラ
ブ間地震は，その深度が大きいことから，壊滅的
被害は与えないとⅡ章で述べた。また中央防災会
議（2004）では，これらの地震による地震動は，
より浅い上盤側プレート内地震，フィリピン海プ
レート上面の地震のそれに含まれるとして議論か
ら除いている。これはⅣ章で触れるように，完全
にそうであるとは言い切れないが，これまでの関
東地方下のスラブ内地震の生起の経験から，ほぼ
そうしてかまわないだろう。したがって，ここで
は中央防災会議（2004）が取り上げた，上盤側
プレート内，フィリピン海プレート上面に想定さ
れた地震についてのみ地学的危険性を取り上げよ
う。
　1）上盤側プレート内地震
　このタイプの地震は活断層タイプの地震とも呼
ばれることがある。しかし活断層としては認識さ
れていないところで起こったり，あるいは起こっ
た後で活断層が地表に現れない場合もあるので，
中央防災会議（2004）では，活断層による地震と，
活断層として現れないM6.9の地震に分けて取り
上げている。活断層として現れない地震のMの
上限が 6.9に設定されているのは，M7以下では
活断層が現れない場合があるかららしいが，それ
よりもMが大きくても現れないことがあること
は認識しておく必要がある。
　いずれにしても陸上の活断層の分布が，このタ
イプの地震の起こりやすさを表す指標の一つとな
ることは間違いない。日本列島の活断層の分布に
関しては大きな特徴がある。外帯では活断層は少
なく，内帯に多いことである。西南日本では，中
央構造線が，外帯（南側, 海溝寄り）の第三紀
四万十帯，先第三紀の秩父帯，三波川帯などを，
内帯（北側）の領家帯，丹波・美濃帯から分けて
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いる。図 2に，西南日本の活断層を中央構造線
とともに示す。西南日本外帯では活断層がほとん
どなく，内帯に分布しているという上の特徴が
はっきり見て取れる。これは中央構造線が，上盤
側プレート内の温度が高く強度が小さい内帯と，
温度が低く強度が大きい外帯に分けているためで
ある（ただしこれは大域的にそう言えるのであっ
て, もう少し細かくみると, 中央構造線に沿って
温度の高い帯があることが知られている, Yoshida 

et al., 2007 ; 松本, 2006）。
　西南日本の地質構造は，南部フォッサマグナで
屈曲しながらも関東に連続している。これをもと
に，関東地方の上盤側の活断層の分布（あるいは
上盤側プレート内地震）を中央構造線との関連で
みてみよう。ただし関東平野下に入ると厚い第四
紀堆積物に覆われるために，中央構造線や活断層
の分布に不確定性が出てくる。図 3では，ボー
リングデータに基づいた，中央構造線が秩父の北

の地点で直江津‒千葉構造線によって右横ずれさ
れているという考え（小林洋二私信, 2007 ; 小泊, 

1999 MS）を採用した。これと比較するために，
関東地方の活断層を図 3に示した。
　これらの活断層は，上の中央防災会議（2004）
が危険として取り上げている関東平野北西縁断
層，立川断層，伊勢原断層，神縄・国府津‒松田
断層，三浦半島断層である（これらは本来一本の
断層でなく断層系というべきものだが, ここでは
単純に断層とした。さらにこれらに加え, 図 2に
示されている綾瀬川断層も細い赤線で示した）。
また活断層としては現れなかったが，1855年安
政江戸地震（M＝ 7‒7.2）は，日本列島全体から
関東地方にかけての震度分布の観測値と，プレー
ト‒浅部構造を考慮した震度のシミュレーション
の比較によると，上盤側プレート内の浅い地震で
あったらしい（古村・竹内, 2007）。この地震の
震央（宇佐美, 1996）は，東京湾北部付近に位置

図 2　日本列島の活断層（地震調査研究推進本部地震調査委員会資料
を改変）．中央構造線（Ichikawa, 1980）を書き込むと，外帯には
ほとんど活断層は存在していないことがわかる .

Fig. 2 Active faults in Japan（modified from material of the Headquarters 
for Earthquake Research Promotion）. Almost no active faults are 
distributed in the outer zone, i.e., south of Median Tectonic Line（Ichi-
kawa, 1980）.
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図 3　関東地方のテクトニックな諸要素．点線：中央構造線，実線：直
江津‒千葉構造線（小泊, 1999 MS），赤実線：危険な活断層（中央
防災会議, 2004），K：関東平野北西縁断層，A：綾瀬川断層，T：
立川断層，I：伊勢原断層，KM：神縄・国府津‒松田断層，M：三
浦半島断層，赤丸：安政江戸地震，紫色四角： 1923 年大正関東地
震断層（Ando, 1971），緑：スロースリップイベント（Kawasaki, 
2004），黄色：フィリピン海プレートと上盤側プレート間微小地震
のクラスター（笠原, 1985 ; 堀, 1997），ピンク：上盤側プレート最
上部マントルの地震波低速度領域（Kamiya and Kobayashi, 2000）．

Fig. 3 Tectonic elements in the Kanto district. Thick dotted line : MTL（Me-
dian Tectonic Line）, Thick solid line : NCTL（Naoetsu-Chiba Tectonic 
Line, Kodomari, 1999 MS）, Red solid lines : Dangerous active faults
（material of Central Disaster Management Council of Cabinet Offi ce, 
Japan, 2004）, K : NW margin of Kanto Plane faults, A : Ayasegawa 
faults, T : Tachikawa faults, I : Isehara faults, KM: Kannawa・Kozu-
Matsuda faults, M : Miura Peninsula faults, Red circle : Ansei-Edo 
earthquake, Purple rectangle : fault plane of the 1923 Kanto earth-
quake（Ando, 1971）, Green : Slow slip events（Kawasaki, 2004）, Yel-
low: clusters of micro-small earthquakes at the interface between the 
Philippine Sea and upper plates（Kasahara, 1985; Hori, 1997）, Pink : 
low Vp zone of the uppermost part of the mantle wedge of the upper 
plate（Kamiya and Kobayashi, 2000）.
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している（図 3, 赤丸印）。
　図 2，図 3をみると，関東地方では，関東平野
北西縁断層（K）と綾瀬川断層（A）が内帯に位
置し，他は外帯に位置するため，外帯に活断層や
地震がけっこう多いようにみえる。この一つの原
因は，伊勢原断層（I），神縄・国府津‒松田断層
（KM），三浦半島断層（M）という関東地震の断
層面の上盤側の（関東地震の断層運動と密接に関
係する）副次断層が陸上に分布しているからだ。
このことは，関東地震の断層面が，例えば南海ト
ラフの南海地震などに比較して，異常に陸に接近
していることに起因する。しかしこれらの活断層
が関東地震の断層面の上盤側に含まれるというこ
とは，都心から離れているということでもある。
言い換えると，これらの活断層で地震が起こって
も，都心部に壊滅的被害を及ぼすことはない。
　関東地震の副次断層を取り除くと，外帯に位置
するのは立川断層，安政江戸地震のみとなって，
外帯に活断層が少ないという地学的事実と調和し
てくる。 しかし立川断層のように外帯で活断層が
あり，あるいは，安政江戸地震のように上部地殻
の破壊（地震）が起こっている（安政江戸地震は, 

直江津‒千葉構造線のようなこの付近の構造線の
活動かもしれない, 小林洋二私信, 2007）。このよ
うな，巨大地震断層面から陸側に離れて，上盤側
プレート内の外帯で地震が起こるところは西南日
本にはほとんどない（図 2）。関東におけるこの
地域は，図 3のピンクで塗った地域に入る。こ
の領域は，40 kmの深さにおける P波地震波速
度が普通よりも遅いところを示したものである
（S波も同様, Kamiya and Kobayashi, 2000）。こ
の低速度は，沈み込むフィリピン海スラブからの
脱水によって，上盤側プレートのマントルウエッ
ジ最浅部が蛇紋岩化しているためと思われる
（Kamiya and Kobayashi, 2000）。Seno and 

Yamasaki（2003）は，関東下に沈み込むフィリ
ピン海スラブは伊豆‒小笠原弧前弧なので，普通
の海洋地殻のような脱水は起こらず，低周波微動
（Obara, 2002）も起こらないとした。しかしあ
る程度の脱水は起こっているようで，それがこの
領域の地震波低速度，高ポアソン比やプレート境

界地震活動の欠如（野口, 1998 ; 岡田, 2001 ; Mat-

subara et al., 2005）をもたらしているらしい。
そうすると，この脱水は，上盤側プレート内の間
隙流体圧の増加と，その上の地殻の強度低下を招
くことになる。これが関東地方の外帯のピンクで
塗った領域（図 3）で，例外的に上盤側プレート
内で地震が起こる理由であろう。したがって，都
心部に近い首都圏という意味で，もっとも警戒す
べき上盤側プレート内の地域は，図 3のピンク
で塗った領域に入る東京都北半，埼玉県南半，千
葉県北西部となる。 
　活断層と認識されていないM6.9クラスの地震
で応急対策を取るべき地震として，中央防災会議
（2004）は，都心部に，都心東部（霞ヶ関）直下，
都心西部（東京都庁）直下の二つの地震，中核都
市，空港，コンビナートに影響を与える地点の直
下として，さいたま市，千葉市，川崎市，横浜
市，立川，羽田空港，市原市，成田空港，それぞ
れ直下の地震を選んでいる。図 3のピンクで塗っ
た領域に入るという観点からは，上に挙げられた
候補地の中では，さいたま市，千葉市，立川，成
田空港が重要視すべき地点として挙げられる。
　まとめると，関東地方は活断層が少ない外帯に
位置するとはいえ，関東地震の上盤側の副次断層
やプレート内弱化領域の存在によって，また外帯
の北縁を限る中央構造線や直江津‒千葉構造線の
存在によって，ある程度の活断層や上盤側プレー
ト地殻内地震の活動がある。Detが高くなってき
た場合，これらの地域が要注意となってくる。
　2）フィリピン海プレート上面の地震
　中央防災会議（同専門委員会震源モデル等検討
ワーキンググループ第 4回, 平成 1年 3月 27日）
では，フィリピン海プレートの上面を 19個の断
層面に分割し，これらのうちから，大正関東地震
の断層面，上記蛇紋岩化による活動低下域，ス
ロースリップイベントが起こっている房総半島
沖，などを除いている（口絵 1‒図 1）。特に重要
視しているのは東京湾北部の 2断層面である。こ
れらを図 3と比較して考えてみよう。
　スロースリップイベントは，口絵 1‒図 1に示
されたもの以外に，1970年（M6.5相当），1989
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年（M5.9相当）に東京湾，千葉県中部で起こっ
ており（Kawasaki, 2004），これらのスロース
リップイベントの断層面によって，口絵 1‒図 1

の想定東京湾北部断層の東の領域のほとんどが占
められてしまう。一方西側の想定東京湾北部断層
は，川崎から町田にかけての定常的なフィリピン
海プレート上面の微小地震活動域（笠原, 1985 ; 

堀, 1997）で占められる。
　スロースリップイベントは，その断層面の摩擦
特性が通常の地震とは異なっていると考えられる
（Kato, 2003 ; Shibazaki and Iio, 2003 ; Kawasa-

ki, 2004も参照）から，この領域から通常のM7

の地震が発生するとは考えられない。実際，南海
トラフにおいて，巨大地震断層面より深部にある
スロースリップイベント領域，ないし安定‒不安
定すべり遷移領域からM7クラスの大地震が発
生したことはない。一方東京湾北部から町田にか
けてのフィリピン海プレート上面微小地震活動
は，上盤側プレートのモホ面近くで起こってお
り，震源メカニズム（笠原, 1985 ; 堀, 1997）か
らは，フィリピン海プレートと上盤側プレートと
の相対運動を表すと考えてよいだろう。その活動
は，さらに深部の茨城県南西部や埼玉県中部の
フィリピン海プレート上面の活動に延長していく
はずだが，その途中，図 3のピンクで塗ったマ
ントル蛇紋岩化領域によってプレート間の地震活
動が途絶えていると見なされる。いずれにしても
このような微小地震活動領域で，M7クラスの地
震が起こると考える理由はないし，実際起こった
ことはない。より深部の茨城県南西部や埼玉県中
部の活動領域においても同様である。そのような
地震が起こるとしても，最大で 1968年埼玉県中
部地震（M6.1）程度であろう。まとめると，中
央防災会議（2004）によってフィリピン海プレー
ト上面に想定された断層面におけるM7クラス
の地震の発生の可能性は疑わしい。

IV．お わ り に

　この小論では，首都圏直下型地震の危険性，切
迫性に関して，地震調査研究推進本部や中央防災
会議の考えとは異なる意見，すなわち，時系列で

みると直下型大地震は迫っているとは言えないこ
と，時間のファクターを除いて考えると，外帯に
属する関東地方南部には上盤側プレート内地震
は，弱化域を除いて比較的少ないこと，フィリピ
ン海プレート上面に，M7クラスの地震が起こる
可能性は少ないこと，を述べた。これらのことは
もちろん地震に対する防災対策を取らなくてもよ
いということを意味していない。我々のもつ資源
や資金は有限だから，より正確でまっとうな De

の評価が必要であり，それに見合った適切な対応
を取るべきことを主張しただけである。関東地震
の繰り返し周期の不確定性を考えると，あと 60

年くらいで本当に直下型大地震の活動期が到来す
るのかすらまだわからない。今後長期的視野に立
ち，確実にある程度の量の社会資本を投入して，
首都圏の建造物や都市機能の地震に対する脆弱性
を減らしていくのが本来取るべき施策であり，直
下型地震の危険性をむやみに大きく喧伝して，一
般民間人の無用な恐怖感と必要以上の投資をあお
るべきではないと考える。
　初めに述べたように，ここで行った首都圏直下
型地震に対する Deの評価は定性的なものではあ
るが，広い意味ではやはり確率論的なものであ
る。その確率の大小は地学的推察に基づいている
が，むろんそれを絶対視することはできない。私
が評価しきれなかった要因で，突然直下型地震が
やってくることもあるかもしれない。例えば，こ
の小論ではスラブ内地震はすべてM7クラス以
下で，甚大な被害はもたらさないとしたが，これ
は今までの東北‒関東下のスラブ内地震の生起の
経験によっている。1994年 10月 4日北海道東
方沖地震（M8.2）のような巨大なスラブ内地震
が全く関東の下で起こらないとは完全には言い切
れない。また，ここで述べたものと異なる考え方
もあるだろうが，科学的な議論を通じて Deの評
価の改善をし，より的確なものにしていく努力，
また民間人に評価の実態を知らせる努力を続けて
いかなければならないだろう。
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付録 A　地震調査研究推進本部地震調査委員会「相模
トラフ沿いの地震活動の長期評価」報告書（地震調
査研究推進本部地震調査委員会, 2004）に挙げてある
南関東直下型地震の意味．

A. 1　明治東京地震（M7.0, 1894/6/20）
　プレートと表層の構造を組み込んだ震度分布シミュ
レーションと実際の震度パターンとの比較から，古村・
竹内（2007）は，この地震はフィリピン海スラブ内（深
さ 50 km程度）もしくはフィリピン海スラブ‒太平洋
スラブ境界の地震（千葉県北西部下深さ 60‒80 km）と
推定している。死者 31名。

A. 2　茨城県南部（M7.2, 1895/1/18）
　この地震の震央の位置は，茨城県南部の微小地震高
活動域のうち，筑波側のさらに東，霞ヶ浦付近に位置
している。被害範囲が被害の程度に比べて大きく，北
は福島県，南は東京に及んでいることから，太平洋ス
ラブ内地震であろう。死者 9名。

A. 3　茨城県南部（M7.0, 1921/12/8）
　この地震の震央の位置は，茨城県南部の微小地震高
活動域，鬼怒川側と筑波側のうち，筑波側に属してい
るようにみえる。この筑波側の活動の主なものは，太
平洋プレート内部の活動，ないしその上面がフィリピ
ン海プレートと接触していることを表しているが，こ

の地震のメカニズムは down-dip tension，震源の深さ
は 53 kmであり（石橋, 1975），太平洋スラブ上面ない
し内部の地震にしては浅すぎる。これらを堀（1997）
の震源およびメカニズム分布と比較すると，フィリピ
ン海スラブ内の二重面の下面の地震と考えられる。
A. 4　浦賀水道（M6.8, 1922/4/26）
　石橋（1975）によれば震源は，房総半島南部，南房
総市北部下深さ 50 km，震源メカニズムは南北走向の
正断層となっている。震源の深さはこの付近のフィリ
ピン海スラブ上面（岡田, 1990）よりもあきらかに深い。
沈み込むフィリピン海スラブは伊豆‒小笠原弧前弧なの
で，その厚さは 50‒60 kmに達しうる（Seno, 2007参
照）ことを考えると，フィリピン海スラブ内の破壊で
あろう。太平洋スラブ内の破壊の可能性も残る。死者
2名。

A. 5　千葉県東方沖（M6.7, 1987/12/17）
　大正関東地震の後数年間 1924年丹沢地震，1931年
西埼玉地震などのM7クラスの地震が起こったのち，
地震活動は静穏化した。静穏化してから最大の地震が
この地震である。震源の深さは気象庁によれば 58 km
であるが，余震活動は 30‒55 kmで，震源は断層面の
下端に位置していた。震源メカニズムは南北走向の横
ずれ型で，九十九里付近下のフィリピン海スラブ内の
破壊である（Okada and Kasahara, 1990 ; 吉田ほか, 
2001）。死者 2名。


